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第５章　結論及び提言

５－１　結　論

保健基礎調査、及びそれに基づいた活動の実践を通じて組織開発が達成され、計画的、合理的

かつ組織的に活動が実施されることとなった。プロジェクト目標に基づいた各協力分野における

成果は、おおむね設定計画どおり達成されたと思われる。

（1）保健分野における現状把握に関しては、1995年、1998年の２回にわたるヘルスセクターレ

ビューが実施された。今後、終了時までにこれら両者の結果を比較し、パラグァイの保健問

題の動向を解析する必要がある。

（2）モデル地域の保健状況の把握のために、プロジェクト開始時のモデル地域全体への基礎ア

ンケート調査と、追跡調査のためのサンプリングによる終了時基礎調査が行われた。その結

果、遠隔地住民の劣悪な健康状態、トイレ、飲料水などの生活環境の不十分な整備による健

康への影響などが示され、それ以後の施策を決定する役割を果たしている。さらに、母子保

健状況を明らかにするため、５歳未満の子供をもつ母親 1,000人に対するアンケート調査、及

び終了時評価のための上記調査のサンプリング調査を実施した。両調査の比較検討から、プ

ロジェクト実施により子供の健康状態の改善、ヘルスポストへの住民利用率の向上などの成

果が示唆された。保健分野に関連するＩＥＣ活動の開発としては、保健啓蒙ラジオ番組の放

送、寄生虫検査を通じた衛生教育、母親手帳の活用などにより住民の関心が高められ、これ

らの活動を総括し、成果を広く裨益させることが肝要である。

（3）保健分野の人材養成に関しては、ヘルスポスト看護助手、伝統産婆の研修が実施され、彼

らの保健医療知識の向上がもたらされた。

（4）地域保健強化のための組織制度作りに関しては、保健審議会の活動は不十分であり、プロ

ジェクトの一つの目標である住民参加による保健強化は部分的に達成されなかったものの、

一部の地域における保健委員会の活性化が認められた。

（5）プロジェクトで実施されたその他の特記すべき施策としては、無線連絡網の設置・整備と

遠隔地における巡回診療があげられる。これらはプロジェクト開始時に行われた基礎調査の

結果の分析により、その必要性が明らかにされたものである。ラジオ無線は極めて有効裏に

活用され、その成果を受けた世界銀行、ＩＤＢ（米州開発銀行）の資金援助による全国展開へ

期待が高い。



- 102 -

（6）遠隔地における巡回診療に関して厚生省が全国的な展開を開始するに至った。なお、巡回

診療に関しては費用対効果などの点から、その実施方法については、より有効な実施方法を

検討する必要がある。

５－２　提　言

地域保健プロジェクトの実施において、モデル地区を選定し、ここで得られた成果を中央の厚

生省政策へ反映させていくことは当然の流れではあるが、厚生省本省側の組織体制が機能してい

ないパラグァイにあって、たとえ地域保健がテーマであっても最初に取り組むべきはより政策決

定部署に近い、厚生省保健サービス局であったのではないか。しかし、この５年間において３名

の厚生大臣、６名の保健サービス局長の異動があり、プロジェクトコーディネーターが３名交代

することとなった。カアサパ地区の代表となる衛生行政区長も５名交代しており、プロジェクト

成果を継承していくことが、いかに困難であったかが推察される。

また、協力ドナーの合理的な投入が求められる中、各機関の都合や縄張り意識からドナー間に

協調があったとは言い難い。

厚生省は「国家保健プログラム」における活動を各協力ドナーへ割り振る等主体的に実施機関と

しての責務を果たすことが肝要であり、その中でＪＩＣＡプロジェクトは厚生省および他協力ド

ナーとの共通した認識形成を行う必要がある。

本調査団は、前述の評価結果及び結論に基づいて以下の活動項目をパラグァイ国地域保健強化

のためのモデル事業として提言する（表５－１参照）。

（1）無線連絡網の有用性にかんがみ、全国の保健施設においても同連絡網の整備と普及を図る

こと。

（2）カアサパ県で経験された組織開発の成果を維持し、更に全国展開するために、マニュアル

を作成し、保健医療プログラムを計画的、合理的かつ組織的に実施すること。

（3）看護助手研修の成果を積極的に評価し、人材養成や研修・教育の重要性を認識し、この分

野に人的・財政的投資を実施すること。

（4）住民参加型保健教育を更に複数のモデル県において実施し、将来的は全国に普及させること。

（5）巡回診療に関しては、その全国展開を可能にすべく更に詳細な検討を行うこと。
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